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令和 7 年度財政援助団体等監査結果報告書 

 

１　監査の種類 

　　地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等（公の施設の指定管理者） 

監査 

 

２　監査の対象 

 

※北鹿島中村住宅株式会社は、PFI 法に基づく特定事業である、鹿島市中村住宅整備事

業を実施するために設立された特別目的会社であり、鹿島市中村住宅整備事業　事業

契約書等に基づき、中村住宅の管理運営を行っている。 

 

※PFI（Private Finance Initiative）とは、官民連携 PPP（Public Private Partnership）

の一形態で、公共施設等の設計、建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及

び技術的能力を活用して行う手法。 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI 法）」により

事業の枠組みが設けられている。 

 

３　監査の範囲 

令和６年度の指定管理（維持管理・運営に係るサービス分）に関する出納その他の事務

の執行 

 

４　監査の実施期間 

　　令和７年９月３０日から令和７年１２月３日まで 

　　団体事情聴取 

　・日時　令和７年１１月１７日（月）　午後１時３０分～午後４時１０分 

　　・場所　鹿島市新世紀センター２階会議室１及び中村住宅 

 

 

 監査対象団体（指定管理者） 管理する施設 所管課

 
北鹿島中村住宅株式会社 中村住宅 建設住宅課
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５　監査の主眼 

（１）指定管理者 

①　施設は関係法令（条例を含む）の定めるところにより、善良な管理者の注意をもっ

て適切に管理されているか。 

②　協定等に基づく義務の履行は適切に行われているか。 

③　利用促進及び利用者サービスの向上のための取組はなされているか。 

④　公の施設の管理に係る出納関係帳票等の整備及び記帳は適正になされているか。 

また、領収書等の証拠書類の整備及び保存は適切か。 

⑤　公の施設の管理に係る管理規程、経理規程、情報セキュリティ規程等の諸規程は、

整備されているか。 

また、それら諸規程に基づいた事務が執行されているか。 

 

（２）所管課 

①　公の施設の管理を行わせる指定管理者の指定は、法、条例等に根拠をおいているか。 

②　指定管理者の指定は、適正に行われているか。 

③　管理に関する協定等の締結は、適正に行われているか。 

④　協定書等には、必要事項が適正に記載されているか。 

⑤　管理に関する経費の算定、支出の方法、時期、手続等は適正になされているか。 

⑥　事業報告書の点検は適切になされているか。 

⑦　指定管理者に対して適時かつ適切に当該業務又は経理の状況に関し報告を求め、調

査し、又は指示を行っているか。 

⑧　指定管理者において施設の利用促進を図ることとしている場合は、利用状況に注意

を払い、利用の奨励に努めているか。 

⑨　指定管理者制度の採用により、施設の効率的な管理及び運営が図られ、利用を促進

するものとなっているか。 

⑩　本来、市が実施すべき修繕等を放置しているものはないか。または指定管理者の費

用で実施させていないか。 

 

６　監査の方法 

監査は、「５　監査の主眼」に基づき、公の施設の管理に係る出納その他の事務が鹿島

市と指定管理者との事業契約書、協定書及び関連法令等に則り適正かつ効率的に行われて

いるかを主眼とし、関係帳簿及び関係書類の調査を行うとともに関係者からの事情聴取を

行った。 

また、所管課に対しては、指定管理者への指導監督に係る事務が適正に行われているか

について調査を行った。 
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７　監査対象団体の概要　令和６年度 

（１）名 称 等　北鹿島中村住宅株式会社　代表取締役　中島　雅人 

（２）所 在 地　鹿島市大字納富分４１２４番地 

（３）設立時期　平成２９年８月９日 

（４）設立目的　定款　第２条 

当会社は、鹿島市中村住宅整備事業に関する次の事業を営むことを目的

とする。 

１．鹿島市中村住宅の設計業務、建設業務及び維持管理・運営業務 

２．前号に附帯関連する一切の業務 

（５）事業内容　〇入居者からの問合せや諸手続きに関すること 
〇中村住宅の施設及び設備の維持管理に関すること 

〇その他中村住宅管理運営に関して必要と認める業務 

（６）会社役員　代表取締役　１名、取締役　３名、監査役　１名 

 

８　管理する施設の概要 

（１）名　　称　中村住宅 

（２）所 在 地　鹿島市大字中村１９９３番地１ 

（３）構 造 等　鉄筋コンクリート造　５階建て 

　　　　　　　　　市営住宅　　　２ＬＤＫ　60.19 ㎡ 

定住促進住宅　３ＬＤＫ　75.03 ㎡ 

（４）共用施設　エレベーター、駐車場、駐輪場、公園 

（５）竣　　工　平成３１年２月 

（６）戸　　数　市営住宅　　　２０戸 

定住促進住宅　２０戸 
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９　指定管理の概要 

（１）指定期間　平成３１年３月１日～令和３１年３月３１日（３０年間） 

（２）委託料　　令和６年度分　８,４８４,６５７円（消費税及び地方消費税を含む） 

（３）決算状況　令和６年度　第８期決算報告書の損益計算書より作成 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円） 

　　　　　　※表中の金額には、消費税及び地方消費税を含まない。 

　　　　　　※④、⑤は中村住宅整備事業　施設整備費対価分に係る受取利息、 

支払利息を含む。 

 

10　監査の結果 

（１）北鹿島中村住宅株式会社 

指定管理者である北鹿島中村住宅株式会社は、中村住宅の設置目的に沿った管理運営

を行っていた。また、指定管理委託料については、会計帳簿、証拠書類、預金通帳等を

照合・検査した結果、概ね適正に執行されていることが認められた。 

しかしながら、指定管理事務の一部において以下に述べるような改善等が必要な事項 

が見受けられた。なお、軽微な改善事項については、口頭で注意を促したところである。 

 

【改善・留意事項】 

①　契約書第３６条に規定されている第三者への維持管理運営業務の委託について、市

長の承諾を受けていないものがあったので、構成企業等以外の第三者へ委託する場合

は、契約書に従い適正に処理されたい。 

 

 

 項　　　目 金　　　額

 
① 収入合計（指定管理委託料） ７，７１３，３２５

 
② 維持管理運営費用合計 ７，７２７，６６０

 
③ 営業利益　　　　　（①－②） △１４，３３５

 
④ 営業外収益（受取利息等） ２，３９７，５５５

 
⑤ 営業外費用（支払利息） １，７８８，３４８

 
⑥ 経常利益　　　（③＋④－⑤） ５９４，８７２

 
⑦ 税引前当期純利益 ５９４，８７２

 
⑧ 法人税等 １９９，３７２

 ⑨ 当期純利益　　　　（⑦－⑧） ３９５，５００
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②　契約書第３７条に規定されている６月ごとに作成される業務報告書について、上半

期と下半期で業務報告の記載が全く同じ文言のものがあったので、記載の仕方につい

て適切な内容となるよう検討されたい。 

 

③　コミュニティ形成支援業務について、要求水準書等の内容を実施されていないもの

があったことから、今後の実施に向けた取り組みを検討されたい。 

 

（２）建設住宅課 

建設住宅課における北鹿島中村住宅株式会社に対する指定管理委託に係る事務は、概

ね適正に執行されていたが、以下に述べるような改善を必要とする事項が見受けられた。 

なお、軽微な改善事項については、口頭で注意を促したところである。 

 

【改善・留意事項】 

①　契約書第３７条に定められた６月ごとに作成される業務報告書について、確認した

内容の通知が指定管理者へなされていなかったので、規定に従い通知されたい。 

 

②　契約書第４６条に定められたモニタリングに対する結果について、指定管理者への

通知がなされていなかったので、規定に従い通知されたい。 

 

③　文書の保存期間について、契約書等に規定が設けられていないことから、本事業の

長期性を踏まえ、維持管理・運営業務に関する書類の適切な保存期間を定められたい。 

 

④　年度終了後に提出される事業報告書について、契約書と協定書で提出期限に相違が

あったため整合を図られたい。 

 

⑤　指定管理業務に係る収支の実態を適切に把握するため、市営中村住宅の管理に関す

る協定書第１２条に基づき、必要に応じて指定管理事業者へ説明を求め、収支の詳細

を把握するよう努められたい。  
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（３）意　見 

中村住宅は、快適な住まい環境を創出し、市営住宅入居待機者の解消及び鹿島市の定

住人口の増加や地域の活性化を図ることを目的として PFI 方式により整備された住宅

であり、北鹿島中村住宅株式会社が設計、建設及び維持管理・運営を行うものである。

長期契約のもとで実施される本事業においては、契約に基づく適正な業務遂行と、市に

よる継続的な履行監督が重要である。 
今回の監査においては、業務の実施状況及び履行管理に関し、家賃等の徴収業務、設

備の点検業務、住民の苦情対応等については、適切に対応されていたが、いくつかの改

善すべき点が見受けられた。北鹿島中村住宅株式会社においては、契約書や要求水準書

等に定められた内容を改めて確認し、業務の確実な遂行に努められたい。 
また、建設住宅課においては、北鹿島中村住宅株式会社から提出される報告書等の内

容を確実に確認するとともに、必要に応じて、構成企業等において生じた収支内容を含

め指定管理業務の実施状況を適切に把握されたい。報告書の確認結果について、必要な

事項を文書により適切に通知することは、PFI 事業における履行監督の観点から重要で

あることに留意されたい。 
今後においても、中村住宅が市民にとって安全で快適な住環境を提供する住宅として

機能するために、北鹿島中村住宅株式会社及び建設住宅課においては、それぞれの役割

と責務を認識し、相互に連携を図りつつ、適切な管理運営業務が着実に実施されること

を望むものである。 

 

 


